長崎市新市立病院整備運営事業
（様式31）事業計画書
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1 　事業計画の考え方
本事業は、長期にわたる安定した経営が強く求められる病院事業を構成するものであることを踏まえた上で、本事業を運営していくにあたっての事業計画の考え方・留意すべきと考えている点について記載してください。（Ａ４判１枚）
2 　資金調達①－資金調達計画等
	１．資金調達計画

調達総額

(合計)

円

→ア＋イ＋ウ

内訳

出資金(計)…ア

円

出資企業名（応募者を構成する法人）
割合(%)
うち

円

うち

円

外部調達(計)…イ

円

調達方法(借入等)

割合(%)
うち

円

うち

円

その他(計)…ウ

円

調達方法

割合(%)
うち

円

※　劣後ローンによる調達は「その他 ウ」欄に記載すること。

２．外部調達

調達先の名称

調達予定金額

条件

(実行予定時期・返済方法・金利等)

円

円

合計

円

＝イ




※１　他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ること。
※２　本事業では必ずしも外部調達の必要はないが、応募者の提案を妨げないよう、項目として設けている。その点を踏まえ、項目は適宜追加・削除・変更を行うこと。
※３　枚数は自由とする。
3 　資金調達②－不測の事態の対応
不測の事態における追加資金の確保方策について記載してください。（Ａ４判１枚以内）
4 　リスク分担①－リスク分担方法等
	種類
	分担者
	分担方法に関する説明

	
	構成員
	協力企業
	その他（ＳＰＣ含む）
	

	●●リスク

[リスクの種類を記載]
	
	
	
	●●の方法により対応

[どのような場合、どのような契約・条件等により分担されているか等を記載]



	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１　上記の分担者には、企業名を記載することも可能とするが、該当する企業が未定の場合には、当該企業が担う役割が分かるよう（●●業務企業　等）に適宜記載すること。
※２　枚数は自由とする。
※３　バックアップ体制や保険の付保等がある場合には、その旨を明記すること。

※４　上記のほか、想定されるものをできるだけ細分化して記載することとし、必要に応じて上表に項目の追加・変更・削除等を行うことは可能とする。

5 　リスク分担②－保険の付保

付保を予定している保険の名称、内容、保険料等について記載してください。なお、事業契約書（案）において付保を義務付けている保険については、必ず記載してください。
	付保する保険の内容

	施設整備業務に係る保険
	保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

	
	保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

	施設維持管理業務に係る保険
	保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

	
	保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　


※１　枚数は自由とする。
※２　可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更が必要な場合には適宜行うこと。
※３　利便施設運営業務についても保険を付保する場合は、項目を追加し、記載すること。

6 　ＳＰＣ長期収支計画
[image: image1.emf] 

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度 - - - 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

サービス対価収入　合計

サービス対価Ａ１ - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス対価Ａ２ - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス対価B１

サービス対価B２ - - -

サービス対価B３ - - -

サービス対価B４ - - -

営業費用　合計

建築物等保守管理業務費

営業損益

営業外収入

営業外費用

営業外損益

税引前当期利益

法人税等

（うち市税）　※税別内訳明記

税引後当期利益

（単位：千円）

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 清算年度 事業期間合計

資金調達

税引後当期利益（▲損失）

出資金

資金需要

初期投資

当期ネットキャッシュフロー

配当

配当後キャッシュフロー（内部留保金）

配当後キャッシュフロー（内部留保金）累計

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度

EＩＲＲ算定キャッシュフロー

ＥＩＲＲ（ネットキャッシュフローの出資金に対するIRR) - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

※ 1 必要に応じて、項目を追加・削除または細分化すること。

※ 2 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ること。

※ 3 「１ 損益計算書」においては、消費税及び地方消費税を含まない金額で記載すること。

※ 4 千円未満は四捨五入して記載すること。

※ 5 上表中の「－」は、基本的に数値が記載されない（記載されても「０」）と考えられる欄であることを示している。その上で、適宜「０」等を記載することは可能とする。

※ 6 株主による劣後ローンがある場合は、劣後ローン元金を出資金とみなして含め、劣後ローン支払利息を配当とみなしたEIRRを算出し、EIRR（その2）として行を追加し表記すること。

※ 7 法人税は各年度の実効税率を使用し、その根拠を本様式の空欄に記載すること。

※ 8 各業務の対価の支払が年度をまたいだ翌月以降となる場合、便宜的にサービスを提供した年度に支払われるものとして記載すること。

※ 9 Ａ３判横書き（Ａ４サイズに折込み）で作成すること。

※ 10

CD-ROMに保存して提出するデータは、Microsoft Excel 2003形式で、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む）とするよう留意すること。

経営

指標



清算年度 事業期間合計

１

　

損
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算

　

書

２
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金

　

計

　

算

　

書


[image: image2.emf]（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度

－ － －

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

サービス対価Ａ１ - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス対価Ａ２ - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス対価B　合計

サービス対価B1

サービス対価B2 - - -

サービス対価B3 - - -

建築物等保守管理業務費相当額（経常修繕費相当分を除く） - - -

建築設備保守管理業務費相当額（経常修繕費相当分を除く） - - -

清掃業務（植栽管理業務を含む）費相当額 - - -

保安警備業務費相当額 - - -

駐車場等保守管理業務費相当額 - - -

サービス対価B4 - - -

消費税及び地方消費税

※１　Ａ３判横書き（Ａ４サイズに折込み）で作成すること。

※２ 　各業務の対価の支払が年度をまたいだ翌月以降となる場合、便宜的にサービスを提供した年度に支払われるものとして記載すること。

※３  千円未満は四捨五入して記載すること。

※４  様式●－●（SPC長期収支計画）との整合を取ること。

※５ 　上表中の「－」は、基本的に数値が記載されない（記載されても「０」）と考えられる欄であることを示している。その上で、適宜「０」等を記載することは可能とする。

事業期間合計

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

市の支払うサービス対価（税抜き）

市の支払うサービス対価（税込）


7 　市の支払い表











表はあくまで見本です。実際は別添のExcelファイルに記入し、提出すること。








表はあくまで見本です。実際は別添のExcelファイルに記入し、提出すること。














